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平成２２年度９月補正予算案主要事項説明

政 策 企 画 部

商工労働観光部

事 業 名 円 高 ・ 経 済 対 策 緊 急 事 業 費

予 算 額 ５３９，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

円高の急激な進行により厳しい経営環境にある中小企業の支援や依然として厳

しい雇用失業情勢に対する支援等について、緊急的に事業を実施する。

２ 事業内容

（１）中小企業の緊急支援

① 中小企業円高緊急サポート事業費

② 小規模企業者等設備導入緊急支援事業費

事 業 内 容 ③ 商店街活性化緊急支援事業費

目 的

対 象 （２）円高による府内産業の空洞化対策、成長支援

方法等 ① 京都産業空洞化対策事業費

② 環境関連ビジネス支援事業費

（３）雇用の緊急支援

① 北部地域就業支援事業費

② 立地企業雇用促進緊急事業費

文 化 学 術 研 究 都 市 推 進 室 計画推進担当 075-414-5194

総合就業支援室 京都ｼﾞｮﾌﾞﾊﾟｰｸ担当 075-682-8913

担当課・担当 経営支援課 金融担当 課･担当 電話番号 075-414-4868

企業立地推進課 企業誘致担当 075-414-4848

貿易・商業課 商業・物流担当 075-414-4839

緊急経済・雇用対策課 075-414-4872

商工労働観光－１



平成２２年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 中小企業円高緊急サポート事業費

予 算 額 ６，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

円高の急速な進行により、為替リスクの対応やコストダウン対策等の経営の安

定化を目指す中小企業に対し、無料の専門家派遣や業務改善対策への支援を実施

する。

２ 事業内容

（１）専門家の無料派遣等

事 業 内 容 「中小企業円高緊急サポートチーム」を設置し、事業者の為替リスクの対応

やコストダウン対策について無料で専門的な見地から助言を実施

目 的

対 象

方法等 （２）業務改善支援

専門家の助言を受けた事業者が、設備投資･改善等のコストダウン対策を実

施した場合に一定額を支援

支援額：１０万円

（３）公募期間

１０月上旬から１２月末まで（予定）

担当課・担当 緊急経済・雇用対策課 課･担当 電話番号 075-414-4872

商工労働観光－１－１



平成２２年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 小規模企業者等設備導入緊急支援事業費

予 算 額 １０，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

急激な円高等により厳しい経済状況にある中、特に経営基盤が脆弱な小規模企

業者等の設備導入に対する助成を行うことにより、その負担を軽減し、経営基盤

の安定を支援する。

２ 事業内容

事 業 内 容 （財）京都産業２１が行う「設備貸与事業」を活用して小規模企業者等が設

備導入を行う場合に、その割賦損料又はリース料に対する助成を実施する。

目 的

対 象

方法等 助成対象 平成２２年１１月～平成２３年３月の期間の割賦損料

及びリース料

助 成 額 割賦損料見合い額の１／２

※設備貸与事業

民間金融機関からの資金調達能力が脆弱な小規模企業者等の設備導入

を促進し、経営基盤の強化を支援するため、京都産業２１が設備を購入

し、その設備を長期・低利で割賦販売及びリースする事業

担当課・担当 経営支援課 金融担当 課･担当 電話番号 075-414-4868

商工労働観光－１－２



平成２２年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 商店街活性化緊急支援事業費

予 算 額 １５，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

急速な円高が進行する中、外国人観光客の消費単価の減少が懸念されることか

ら、外国人観光客向けの買い物マップの作成やキャッシュバックサービス等を実

施する商店街団体等を支援し、消費の活性化を図る。

２ 事業内容

事 業 内 容

（１）外国人観光客向けマップ等の作成

目 的 外国人優遇措置、免税手続、クレジットカードの対応状況を掲載した買い物

対 象 マップや簡単な会話集を載せた買い物サポート冊子の作成を支援する。

方法等

（２）商店街団体等が行う販売促進サービスの支援

外国人観光客向けに商店街団体等が行うキャッシュバックサービスや値引き

サービスに対して支援を行う。

補助率１／２（上限５，０００千円）

担当課・担当 貿易・商業課 商業・物流担当 課･担当 電話番号 075-414-4839

商工労働観光－１－３



平成２２年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 京都産業空洞化対策事業費

予 算 額 ４８５，１００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

円高等の厳しい経済情勢の中、府内に施設・設備整備等を行う立地企業を支援

するとともに、特例制度の創設により、府内産業の空洞化を防止する。

２ 事業内容

（１）支援内容

対象地域 中北部･木津川右岸地域 京都市周辺 学 研 都 市 地 域 京 都 市

事 業 内 容

対象業種 製造業、情報関連産業等 ＩＴ、ゲノム関連等先端産業

目 的

対 象 限 度 額 ３～２０億円 １．５～８億円 0.75～４億円

方法等

必要要件 用地面積 ０．３ｈａ以上

(工場の場合) 投下固定資産額等 ３億円以上（京都市は必須） 又は、

地元雇用数 １０人以上

（２）特例制度の創設

円高の急激な進行により、輸出関連産業が強い影響を受けている中、ものづ

くり産業の空洞化を防ぐため、新たに府内での製造に取り組む企業に対して支

援を拡充する。

拡充内容

特に円高の影響を強く受ける「輸出関連産業」に対して、当面、補助限度額

を拡充（1.5倍）

担当課・係名 企業立地推進課 企業誘致担当 課･係 電話番号 075-414-4848

商工労働観光－１－４



平成２２年度９月補正予算案主要事項説明

政策企画部

事 業 名 環 境 関 連 ビ ジ ネ ス 支 援 事 業 費

予 算 額 ２,０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 目 的

海外との産学公連携を強化し、中小企業振興を加速するため、学研都

市企業をはじめとする府内の中小企業等が得意とする水処理、大気汚染

処理、新エネルギー等の先端技術を積極的に海外展開し、当該分野の海外

市場開拓を図り、販路拡大やネットワーク構築を進める。

事 業 内 容

２ 事業内容

目 的

中国・天津地域における京都天津環境技術商談会の開催や、環境関連

対 象 技術・製品の販売促進・ＰＲ等に対する支援

方法等

３ 商談会参加予定企業

環境（水処理、大気汚染等）、新エネルギー、省エネルギーの技術を有

する企業

担当室・担当 文化学術研究都市推進室 計画推進担当 室・担当 電話番号 075-414-5194

商工労働観光－１－５



平成２２年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 北 部 地 域 就 業 支 援 事 業 費

予 算 額 ６，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

厳しい雇用失業情勢が続く府北部地域において、ハローワークの協力を得なが

ら、府県域を越えた広域就職面接会を新たに開催することにより、効果的な就業

支援を実施する。

２ 事業内容

事 業 内 容

府北部企業の求人のみでは数が限られることから、通勤が可能な圏内にある他

目 的 県の企業を交えて府内で合同就職面接会を開催することにより、府北部地域での

対 象 就業を一層促進する。

方法等

・峰 山 × 豊 岡（兵庫県）

・舞 鶴 × 小 浜（福井県）

・福 知 山 × 柏 原（兵庫県）

担当室・担当 総合就業支援室 京都ジョブパーク担当 室･担当 電話番号 075-682-8913

商工労働観光－１－６



平成２２年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 立地企業雇用促進緊急事業費

予 算 額 １４，９００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

新たに地元雇用の創出を図る立地企業に対して助成を行い、厳しい状況にある

雇用を支援する。

２ 事業内容

（１）支援内容

事 業 内 容 新規地元雇用者 雇用補助金 （京都市地域の場合）

目 的 障 害 者 ５０万円／人 （２５万円／人）

対 象

方法等 正規雇用者 ４０万円／人 （２０万円／人）

そ の 他 １０万円／人 （５万円／人）

（２）増加地元雇用（予定）

１２５名程度

※地元雇用者

・京都府内に住所を有する者

・雇用保険法により被保険者となったことの確認を受けた者

※新規地元雇用者

・地元雇用者のうち、府内他施設からの異動者を除く者

担当課・係名 企業立地推進課 企業誘致担当 課･係 電話番号 075-414-4848

商工労働観光－１－７



平成２２年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 パーソナルサポートセンター設置・推進費

予 算 額 ３５，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

京都ジョブパーク内の「ライフ＆ジョブカフェ京都」に「パーソナルサポート

センター」を併設し、就労を希望しながらも、離職等で生活に困窮する方等に対

して、パーソナルサポーターが関係機関との連携により、マンツーマンで支援を

実施し、就労に結びつける。

２ 事業内容

「パーソナルサポートセンター」の開設

事 業 内 容

・開設時期 平成２２年１１月（「ライフ＆ジョブカフェ京都」と同時期）

目 的 ・実施体制 パーソナルサポーター（７名）の配置

対 象

方法等

担当室・担当 総合就業支援室 京都ジョブパーク担当 室･担当 電話番号 075-682-8913

商工労働観光－２

ライフ＆ジョブカフェ等

生　活　困　窮　者

利用

利用者のうち、
様々な問題を抱
え、独力では課題
解決が困難な者

関係機関との協議の場

福祉事務所

社協　　　等

支援対象者の選定等

パーソナル
サポート
センター

直接出向いて支援

寄り添い型・伴走型の継続的
な生活・就労支援を実施



平成２２年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 「京の技能者」未来を担う人づくり推進事業費

予 算 額 ２０，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

「京都府の現代の名工」事業所等で名工のもつ技能・技術にふれることのでき

る研修を実施することにより、未来のものづくり産業を支える技能者を育成する。

２ 事業内容

ものづくり産業への就業を希望する求職者を雇用し、「京都府の現代の名工」

事 業 内 容 事業所等において基礎知識の習得やものづくりの指導等をＯＪＴにより実施し、

次期技能者を育成する。

目 的

対 象 （１）雇用予定者数

方法等 約１５名

（２）実施期間

平成２２年１１月～２３年３月

（３）実施主体

京都府職業能力開発協会

担当課・担当 ものづくり振興課 技能担当 課･担当 電話番号 075-414-5104

商工労働観光－３
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